様式１
参加表明書
業務名　　民間活力導入のための市場施設の基礎的諸元調査・検討業務
　標記業務の技術提案書に基づく選定への参加を、標記業務の説明書等の内容を十分に了解した上で、希望します。なお、この業務に係る公示に定める参加資格を満たしていること及び添付書類の内容については、いずれも事実と相違ないことを誓約します。
令和　　年　　月　　日
　広島市長　様
（参加表明者）住　　所
　　　　　参加表明者名　　○○○○
　　　　　称号又は名称

代　表　者　　役職及び氏名　　　　　㊞

（作成者）担当部署
　　　　　氏　　名

　　　　　電　　話
　　　　　ファクシミリ
　　　　　電子メール
※　資格要件を満たしている場合は、□にチェックをしてください。

□　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4第1項各号及び広島市契約規則第2条各号に該当していない
□　営業停止処分（本件入札に参加することを禁止する内容を含む処分に限る。）又は広島市の指名停止措置を受けていない。

□　会社法（平成17年法律第86号）の規定による清算の開始、破産法（平成16年法律第75号）の規定による破産手続開始の申立て、会社更生法（平成14年法律第154号）の規定による更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成11年法律第225号）の規定による再生手続開始の申立てがあった者（会社更生法の規定による更生手続開始若しくは更生計画認可の決定又は民事再生法の規定による再生手続開始若しくは再生計画認可の決定を受けた者で、競争入札参加資格の再認定を受けたものを除く。）に該当していない。
□　不渡手形又は不渡小切手を発行し、銀行当座取引を停止されている者に該当しない。

□　広島市建設コンサルタント業務等競争入札取扱要綱第28条第1号及び第2号イからオまでの規定により選定することができない者に該当していない。
□　広島市の平成31･令和2年度の建設コンサルタント業務等競争入札参加資格者として業務の種類が建築関係建設コンサルタント業務の「建築一般」で認定されている
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（注）用紙は、日本工業規格Ａ列４とする。

